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概　　要

本研究では，企業数が100万規模の大規模データを用いて，企業の労働生産性分布につき実証分析を行
う．現実の企業のもつ労働生産性は，新古典派経済学が期待する「点」としての均衡ではなく，大きく広
がって分布している．企業が抱える従業員数で大企業と中小企業を区別すると，中小企業が生産性の低い
母体グループと少数の企業からなる高い生産性をもつ先導グループに分かれる．中小企業即生産性が低い
と考えるのは短絡的である．製造業と非製造業について比較すると，これら2 つの産業セクターには大き
な違いが見られる．製造業に比べ，非製造業では「需要不足」が著しい．また製造業については，業種間
で高生産性企業の出現確率は大きく変わらず，生産性の向上をもたらす技術革新が，産業のインキュベー
ターの役割を果たしている中小企業群の中で中立的に起こっていることがわかる．他方，非製造業につい
ては，主要業種（建設業，卸業，小売業）において革新的な生産性向上が著しく欠けている．
キー・ワード：labor productivity, distribution, small- and medium-sized �rm

1　は じ め に

ワルラスの「一般均衡」においては，労働や
資本など生産要素の限界生産は，あらゆる企
業，産業で等しくなっている．もし労働や資本
の限界生産が企業・産業間で異なれば，低い企
業から高い企業に生産要素が移動することによ
り総産出量は増加する．したがって元の状態は
パレート最適でなく，「均衡」ではない．
一般均衡理論は今でも経済理論の世界で大き

な影響力をもっている．企業・産業間で生産要
素の限界生産が等しくなることを均衡の条件と
して仮定している理論モデルは，文字どおり数
えきれないほど存在するであろう．しかし，少
しでも現実の経済を観察したことのある者に

は，こうした一般均衡理論の非現実性は明らか
である．経済理論の世界でも，いわゆる労働の
「サーチ理論」は，一般均衡理論の設ける非現
実的な仮定を取り払う所から出発した （Dia-
mond, 2011）．
技術・需要はもとよりあらゆる種類の擾乱

（shocks/disturbances） に間断なく服する現実
の経済においては，労働や資本の限界生産は，
均衡においても一つの水準で等しくなることは
なく，企業・産業でそれぞれ異なる分布とな
る．確率的な擾乱を伴う現実の経済の「均衡」
は，「点」ではなく「分布」になるのである．こ
のような考え方に立ち，経済における分布を実
証的に分析した先駆的な研究としては，所得分
布に関するChampernowne （Champernowne, 

経済学論集 78–2  (2012.7)



企業の労働生産性分布 47

1953, 1973） や企業規模の分布に関する Ijiri/Si-
mon （Ijiri and Simon, 1979） などがある．本稿
の主題である労働生産性の企業間格差について
は，Salter （Salter, 1960） が先駆的な業績であ
る．また古い文献で今や知る人もいないが，篠
原（篠原三代平，1955） は，今日なお参照され
るべき重要な文献である．
労働生産性の分布は，ケインズの有効需要の

理論に「ミクロ的基礎づけ」を与える．すなわ
ち，労働生産性の分布を有効需要と最大生産力
の関係を与える「温度」で特徴づける理論が考え
られている （Yoshikawa, 2003; Aoki and Yoshika-
wa, 2007; Yoshikawa, 2011）．そこでは，労働者
は没個性化され，統計物理学の考え方に基づき
労働生産性のゆらぎが積極的に考慮される．つ
まり，与えられた有効需要の下でエントロピー
を最大にするような（尤も確からしい）労働生産
性の分布が実現していると考えるのである．
われわれは，これまで我が国の企業財務デー

タを用いて，労働生産性に大きな広がりがある
ことを明らかにしてきた （Fujiwara et al., 2009; 
Souma et al., 2009; Ikeda and Souma, 2009; 
Aoyama et al., 2009, 2010; Ikeda et al., 2010）．
さらに，こうして得られた生産性の分布につ
き，統計物理学的理論と実証解析との突き合わ
せも進めてきた （Yoshikawa, 2011; Iyetomi, 2012; 
Aoyama et al., 2012）．
こうした研究成果をふまえ，本稿では，企業

数100万社以上の大規模財務データを用いて，
労働生産性の分布につき，さらに実証分析を行
うことにしたい．

2　大規模財務データ

ここで用いたデータは，2000年から2009年
の期間における上場企業の財務データ（日経
NEEDS）と中小企業信用リスク情報データ
ベース （CRD） を合体させたものである．この
データは，我が国の主要企業を網羅していると
いっても過言ではない．例えば，2008年には
100万社以上がリスト上にある．なお新しい

データベースを構築する際，日経NEEDSと
CRDとの間の重複は取り除いた．
労働生産性研究の基となる付加価値Yの算定
にあたっては，控除法に比べて信頼度の高い加
算法（日銀方式）を採用した．すなわち「付加
価値」は次のように計算される：

付加価値＝  当期純利益＋人件費 
＋減価償却費＋金融費用 
＋賃借料＋租税公課． （1）

このような加算法を適用するためには様々な財
務項目が必要である．残念ながら，CRDに登
録されている中小企業の多くは，すべての財務
情報を提供してはいない．空欄を0と仮定して
計算を進めることも可能ではあるが，空欄が即
0を意味しているとは考えにくい．本論文にお
いては，計算された付加価値の信頼性に重きを
おき，項目すべてが充足している企業のみを解
析対象とした．1）　2008 年では約16万社である．
こうして得られる16万社につき資本K（「固定
資産」，千円），労働L（「従業員数」，人）およ
び生産物Y（「付加価値」，千円）をプロットし
たのが第1図である．
第1図を眺めてみると，その背後に何か企業
成長を支配する法則が隠れているとの直感が働
く．産業のインキュベーターの役割を果たすと
も言える中小規模領域は膨らみをもっていて，
成功を求めて試行錯誤を繰り返す中小企業のダ
イナミックスを反映しているようである．しか
し，成長の段階である特定の進化方向が生ま
れ，企業の特性が収束していくことが見て取れ
る．このような企業成長の様相は製造業，非製
造業共通である．ただし，インキュベーター領
域の膨らみは非製造業の方がより大きい．図の
3軸とも対数のスケールであることに注意する
と，資本と労働が与えられても，企業によって
生み出される付加価値は大きな広がりをもって
分布していることがわかる．このことは，企業
間で全要素生産性（Total Factor Productivity＝
TFP） に大きなばらつきがあることを意味して
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いる （Prescott, 1998）．なお，このような付加
価値の確率性をコピュラを使って理論に組み入
れることもできる（Iyetomi et al., 2011）．

3　労働生産性の分布

さて本稿で主題とする労働生産性の視点から
第1図をもう一度見直そう．ここでは企業 iの
労働生産性ciをその企業の生み出した付加価値
Yiを従業員数Liで割ることによって算出する：

= i
i

i

Yc
L

  .  （2）

本来ならば分母のLに実働時間の違いを考慮す
べきであるが，企業の財務諸表にはそのような
情報は掲載されていないため，労働インプット
Lを従業員数（人）で表す．また，理論的に意
味のあるのは労働の「限界生産」であるが，（2） 
式のcは労働の「平均生産性」である．このよ
うに（2）式のcは「真の」限界生産と比べ誤差
を含むものだが，生産性の「分布」については，
こうした誤差は致命的なものではない（Aoya-
ma et al., 2010）．以下われわれは，労働生産性
として（2） 式で表される平均生産性を考える．
第2図は，労働生産性を横軸，企業の従業員
数を縦軸にとり，製造業および非製造業につい
て企業がどのように分布しているかを描いてい

る．この図が示すように，企業の労働生産性分
布は複雑多岐である．特に，中小企業は低い生
産性の領域にまとまっているのではなく，低い
生産性から高い生産性まで非常に幅広い区間に
わたって分布している．製造業，非製造業に関

第1図 　2008年における日本企業の資本（固定資産K），労働（従業員数L），生産（付加価値
Y）の3次元散布図

第2図 　労働生産性に対する従業員数別企業の分
布（2008 年）
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わらず，「中小企業は大企業に比べて労働生産
性が低い」と杓子定規に片付けることはできな
いことがわかる．その一方で，そこには統計的
法則も垣間見えている．
与えられた労働生産性をもつ企業は従業員数

でみて平均的にどれほどの規模なのであろう
か．労働生産性について小さな区間を設け，そ
の区間に属する企業の従業員総数を企業数で除
算してみた．それらの結果を全企業，製造業お
よび非製造業についてまとめたものが第3図で

ある．この図からわかるように，1企業あたり
の平均従業員数は，高生産性側では生産性の向
上とともに概ね減少していく．それとは対照的
に，低生産性側では生産性が低下するにつれて
平均従業員数は減少していく．高生産性（右下
がり）と低生産性（右上がり），2つの領域を分
ける労働生産性の臨界値は約3,000万円／年／
人である．このように，定性的に正反対の関数
依存性をもつ2つの生産性領域があることが明
確となった．
企業および従業員数の累積シェアを調べてみ

ると，製造業，非製造業を問わず，大部分
（95％以上）の企業，従業員が低生産性領域に
属することがわかる．高生産性領域に属するご
く少数の企業が，産業をイノベーションの面で
リードしていることが期待される．しかし，イ
ノベーションを労働生産性の視点のみから語る
ことは十分ではない．労働を資本で代替するこ
とにより，労働生産性を高くすることが可能だ
からである．その場合には，労働生産性は上昇
する一方で，資本生産性は逆に低下してしま
う．本稿では次節で資本生産性および資本装備
率を含めて，総合的にイノベーションの質につ
いて議論する．
低生産性側における平均従業員数の振る舞い

を統計物理学的に説明するためには「負の温
度」の概念 2）が有効である（Iyetomi, 2012）．高
生産性側の振る舞いは，1企業が収容できる従
業員数に制限を設けることによって説明可能で
ある（Yoshikawa, 2011）．これらを統一する理
論（Aoyama et al., 2012） もすでに考案され，1 
企業あたりの平均従業員数nが労働生産性cの
関数として次のようにモデル化された：

( )

( )( ) .
( ) 1β c μ

g cn c
g c e −=

+
  （3）

β, μ はそれぞれ温度の逆数ならびに化学ポテン
シャルの経済学的対応量である．また，g（c） 
は1企業が収容できる従業員数の上限であり，
先の論文（Aoyama et al., 2012）では次のべき
関数形を仮定した：

第3図 　労働生産性の関数としての平均従業員数
（2008年）

実線は労働生産性分布モデル（（3）式，（4） 式）を最小2乗法で
フィットした結果．
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( ) .γg c Ac−=   （4）

ここでは第3図の結果に対して，モデル式（3）, 
（4）を最小2乗法に基づきフィットした（図中
の実線）．最小2乗法により得られた4つのパ
ラメータ β, μ, A, γの値を第1表に示す．高生
産性領域と低生産性領域を区別する分布のピー
ク位置cpも計算し，同表に含めた．非製造業
の臨界値 cpは製造業に比べて約40％大きいこ
とがわかる．

第1表 　労働生産性分布モデル（（3）式，（4）式）のパ

ラメータの推計値

β（×10－4） μ（×104） A（×107） γ cp（×104）

全企業 －1.25 －2.32 5.84 1.18 3.14
製造業 －1.78 －1.63 8.51 1.17 2.70
非製造業 －0.86 －3.47 1.52 1.08 3.74

cpは分布のピーク位置．

熱力学的パラメータであるβとμは，製造
業，非製造業という2つの業種間での需要なら
びに労働力（労働者の交換）に関する「均衡の
度合い」を計量する．βの一致は，業種間での
需要についての均衡条件，β μの一致は労働力
についての均衡条件を与える（Iyetomi, 2012）．
製造業と非製造業の温度を比べると，非製造業
の方が約2倍「低温」であり，3）　両業種間に顕著
な需要の不均衡が存在することがわかる―非製
造業が相対的に大きな「需要不足状態」にある．
他方，労働力については両業種間でほぼ均衡し

ている．
次に中小企業と大企業を従業員数によって区

別した上で，より詳細に労働生産性の分布を検
討しよう．本稿では中小企業を従業員数が100 
人未満の企業，大企業を従業員数が100人以上
の企業として定義することとする．このように
企業を分類すると，第2図に示した2008年の
データでは，39,114社からなる製造業の中で，
4,898社が大企業，残り34,216社が中小企業で
ある．さらに，高生産性側に属する大企業は
97社，中小企業は589社である．非製造業に
おいては，全体が121,411社であり，大企業は
6,691社，中小企業は114,720社，高生産性側
の大企業および中小企業はそれぞれ160社，
3,240社である．大企業全体における高生産性
企業の割合は，製造業においては1.98％，非製
造業では2.39％である．中小企業についても同
様に高生産性企業の割合を計算してみると，製
造業においては1.72％，非製造業では2.82％で
ある．これらの結果は第2表でまとめた．「高
生産性企業の出現確率」に着目すれば，中小企
業は大企業と同程度の潜在能力を有し，4）　「中
小企業は大企業に比べて劣っている」との既成
概念は単なる偏見に過ぎないことがわかる．第
2表に示すように，同様の結論は他の暦年に対
しても導かれる．ただし，高生産性領域
（c⩾cp）と低生産性領域（c＜cp）を区別するに
あたっては，第1表のcp値を共通に用いた．

第2表　高生産性，低生産性領域別企業数の変遷

高生産性 低生産性 高生産性割合（％）

⎫  ⎬  ⎭ ⎫  ⎬  ⎭ ⎫  ⎬  ⎭

暦年 業種 全企業 大企業 中小企業 大企業 中小企業 大企業 中小企業

2000 製造業 30,433 37 288 4,537 25,571 0.81 1.11
非製造業 89,335 81 1,881 5,619 81,754 1.42 2.25

2002 製造業 28,106 33 232 4,424 23,417 0.74 0.98
非製造業 82,077 95 1,704 5,431 74,847 1.72 2.23

2004 製造業 37,004 58 446 4,736 31,764 1.21 1.38
非製造業 107,695 125 2,370 5,948 99,252 2.06 2.33

2006 製造業 40,166 85 540 4,884 34,657 1.71 1.53
非製造業 122,114 168 2,965 6,332 112,649 2.58 2.56

2008 製造業 39,114 97 589 4,801 33,627 1.98 1.72
非製造業 121,411 160 3,240 6,531 111,480 2.39 2.82
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4　生産性の二極化

前節において，大企業，中小企業，いずれに
おいても，高い労働生産性をもつ企業と低い労
働生産性の企業から成る2つのグループに二極
化することを実証的なデータ解析から明らかに
した．では高生産性企業は低生産性企業に対し
てどのような特徴をもっているのであろうか？　
第4図は，高生産性企業のみについて第1図と同

じようにK, L, Yの関係を図示したものである．
製造業については企業分布の様子に目立った違
いは見られないが，非製造業については第1図
と比べて明らかに分布の様子が異なっている．
より詳しく定量的な知見を得るために，製造

業と非製造業の中小企業群ならびに大企業群そ
れぞれについて資本生産性Y/Kがどのように分
布しているかを調べ，比較した．その結果を第
5図および第6図に示す．製造業においては，

第5図　製造業における資本生産性の分布（2008 年）

第4図　高労働生産性企業のK-L-Y空間における分布の様子（第1図に対応）
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労働生産性を高めた中小企業は，労働生産性の
低い中小企業と比較して，平均値で0.80倍，
中央値で0.92倍とほぼ同水準の資本生産性を
維持していることがわかる．5）　他方，製造業に
おける大企業は，労働生産性を高めることによ
り，逆に資本生産性を平均値で0.70倍，中央
値で0.64倍とかなり落としてしまっている．
すなわち製造業においては，生産性の高い中小
企業はイノベーションの結果としてのTFPの
上昇により労働生産性を高めているのに対し
て，大企業は，資本投入の結果としての資本装
備率の上昇を通して労働生産性を高めている．
さらに高生産性側に属する大企業と中小企業の
間で資本生産性を比べると，中小企業は平均値
で2.09倍，中央値で2.25倍も資本生産性が高
い．6)　この点からも，製造業における中小企業
の優位性は明らかである．
製造業とは対照的に，非製造業においては，

高い労働生産性をもつ中小企業の資本生産性
は，低い労働生産性の中小企業と比較して平均
値で0.39倍，中央値で0.27倍とはるかに低い．
大企業についても，減少の割合は小さくなって

いるものの，状況は変わらない．7）　また，高生
産性中小企業がもつ資本生産性は，対応する大
企業のものと比べて平均値で1.07倍，中央値
で0.59倍である．このように，非製造業にお
いては，製造業の中小企業とは異なり，労働生
産性の上昇は資本投入による資本装備率の上昇
を通してもたらされている．
資本装備率K/Lの観点からも製造業および非
製造業それぞれにつき中小企業と大企業を比較
した．その結果が第7図および第8図である．
製造業における高労働生産性の中小企業は，低
労働生産性の中小企業に比べて約1桁高い資本
装備率をもっている．しかし，対応する大企業
の資本装備率と比べると，平均値で0.50倍，
中央値で0.45倍となっており，資本装備率は
大企業と比較してはるかに低い．この事実は，
先に述べた資本生産性の解析から得られた結論
と符合する．『2008年度中小企業白書』（中小
企業庁，2008）が指摘しているように，製造業
における中小企業の資本装備率は，確かに大企
業に比べて低い．資本装備率を上げれば，当
然，労働生産性を上昇させることができる．だ

第6図　非製造業における資本生産性の分布（2008 年）
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から，資本装備率を増加させればよいというの
が，白書の基本的な考えである．しかし，その
分，企業には重い財務負担がのしかかる．資本

装備率を上げながらもなるべくその上昇を抑制
し，資本生産性も維持しながらイノベーション
を試みているのが，製造業における中小企業の

第7図　製造業における資本装備率の分布（2008 年）

第8図　非製造業における資本装備率の分布（2008 年）
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実際の姿なのである．非製造業に目を向ける
と，中小企業は労働生産性を高めるために2 桁
近くも資本装備率を高めていることが読み取れ
る．しかも，高労働生産性の中小企業は，対応
する大企業に比べて遜色ない資本装備率をもっ
ている．製造業と異なり非製造業では，中小企
業はイノベーション（TFP）ではなく資本装備
率の上昇を通して高い労働生産性を実現してい
るのである．
最後に，製造業および非製造業それぞれ業種

別に分割したデータを用いて分析を行うことに
する．第3表がここで用いる業種分類（中分
類）と対応する業種コードである．製造業は15 
業種，非製造業は11種類に分類されている．
第9図から第13図までが，高労働生産性中小
企業について，2000年から2008 年まで隔年で
それらの業種別分布の推移を追跡した結果であ
る．そこでは，実際のデータ（棒グラフ）のみ
ならず，製造業ならびに非製造業それぞれにお
いて，全体の割合から平均的に期待される高労
働生産性企業の業種別分布（期待値を丸印で表
示．エラーバーは標準偏差の2倍を表す）も書
き加えられている．
解析した10年間において，製造業と非製造

業のどちらについても，目立った業種別分布の
時間的変化は見られない．しかし，高労働生産
性企業の出現の仕方については，2つの産業セ
クター間で決定的な違いがある．製造業（とり
わけ中小企業）については，労働生産性の向上

が真のイノベーション（TFPの上昇）によって
もたらされていることを前節で示した．業種ご
とに着目すると，高生産性企業の出現割合は業
種ごとに大きく変わらず，生産性の向上をもた
らす技術革新が，産業のインキュベーターの役
割を果たしている中小企業群の中で中立的に発
生していることがうかがえる．業種別の違いを
みると，「食料品」が全体平均を有意に超えて

第3表　業種分類

大分類 中分類

鉱業 1 鉱業
建設業 2 建設業
製造業 3 食料品

4 繊維製品
5 パルプ・紙
6 化学，医薬品
7 石油・石炭製品
8 ゴム製品
9 ガラス・土石製品

10 鉄鋼
11 非鉄金属
12 金属製品
13 機械
14 電気機器
15 輸送用機器
16 精密機器
17 その他製品

電気・ガス業 18 電気・ガス・熱供給・水道業
運輸・情報通信業 19 運輸業

20 情報通信業
商業 21 卸売業

22 小売業
金融・保険業 23 金融・保険業
不動産業 24 不動産業
サービス業 25 サービス業
その他 26 その他

第9図　高労働生産性中小企業の産業別分布（2000 年）
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生産性の高い中小企業を輩出していることがわ
かる．また，「パルプ・紙」が少しずつ落ちこ
ぼれてきていることも一目瞭然である．
次に非製造業へ目を移してみる．すでに，非

製造業における中小企業の労働生産性の向上は，
基本的に資本投入による資本装備率の上昇に基
づくものであり，真のイノベーションからほど
遠いことを明らかにした．非製造業における主

第10図　高労働生産性中小企業の産業別分布（2002 年）

第11図　高労働生産性中小企業の産業別分布（2004 年）

第12図　高労働生産性中小企業の産業別分布（2006 年）
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要業種は，「建設業」，「卸業」，「小売業」および
「サービス業」であるが，4大業種の中で「建設
業」，「卸業」，「小売業」の3業種が高労働生産性
企業発現の期待値を大きく下回っている．生産
性の向上がしばしば問題とされる「サービス業」
は，思いのほか健闘している．しかし，非正規
雇用労働者は本研究で用いたデータベースでは
カウントされていない．非正規雇用労働者を含
めれば，その生産性が大きく低下する可能性も
ある．「不動産業」については，生産性が高い企
業が異様に多い．これは，我が国における地価
の高さを反映していると思われる．

5　お わ り に

本稿では，中小企業信用リスク情報データ
ベースと日経NEEDS を組み合わせた大規模統
合データを用い，企業の労働生産性分布を調べ
た．現実の企業のもつ労働生産性は，決して一
般均衡理論が仮定する「一点」ではなく，大き
く広がって分布している．企業が抱える従業員
数で大企業（従業員数100名以上）と中小企業
（従業員数100名未満）を区別すると，中小企
業は生産性の低い母体グループと少数の企業か
らなる高い生産性をもつ先導グループに分かれ
る．「中小企業の労働生産性の水準は，大企業
と比べて低い」という紋切り型理解は事実では
ない．高労働生産性中小企業の特徴について得

られた知見をまとめると以下のようになる．

1. 中小企業と大企業との間でイノベーショ
ンの創発割合に有意な違いはない．

2. 製造業においては，中小企業のイノベー
ションの方が大企業に比べて質が高い．
すなわち労働生産性の向上と資本生産性
の向上とを両立させるTFPが上昇して
いる．

3. 非製造業における中小企業の高い労働生
産性は，高い資本装備率によってもたら
されたものであり（応じて資本生産性は
低下），真のイノベーション（TFPの上
昇）は生じていない．

4. 製造業については，生産性の向上をもた
らす技術革新が，産業のインキュベー
ターの役割を果たしている低生産性グ
ループの中で「中立的」に（業種ごとに
イノベーションの発生確率は大きく変わ
らない）起こっている．

5. 非製造業については，経済を支えるべき
主要業種（建設業，卸業，小売業）にお
いて革新的な生産性向上が著しく欠けて
いる．

今回の実証分析で得られた結果は，「企業成
長」の研究につながるものである．また製造業
と比べて非製造業が著しく「需要不足」の状態
にある，という発見は，日本経済に関するマク

第13図　高労働生産性中小企業の産業別分布（2008 年）
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ロの分析の中でさらに研究されるべきテーマで
ある．

*　本稿は，（独）日本学術振興会「異分野融合によ
る方法的革新を目指した人文・社会科学研究推進
事業」による研究プロジェクト「理論物理学との
融合によるマクロ経済学の再構築」ならびに（独）
経済産業研究所「新しい産業政策プログラム」に
よる研究プロジェクト「中小企業のダイナミク
ス・環境エネルギー・成長」の研究成果である．
また，本研究を推進するにあたり，中小企業信用
リスク情報データベース（CRD）の利用は不可欠
のものであった．一般社団法人CRD 協会のご好
意にお礼申し上げる．

1）　予備的な研究として，2000年から2006年ま
での統合データを用いて同様の解析をすでに行っ
ている（青山秀明et al., 2012）．そこでは企業数
を確保するため未記入項目を0と仮定して付加価
値の計算を行った．先に得られた結論に定性的な
面で修正を加える必要はない．

2）　負の温度における絶対零度の状態が，需要が
必要ならばいくらでも外部から与えられる状況
（最大生産力と有効需要が一致）を表し，新古典
派経済学が立脚する力学的均衡状態（すべての労
働者が同じ生産性をもつ）に対応する．なお，物
理系の温度は通常，正であり，その絶対零度状態
では，系にとって余剰のエネルギーがすべて外部
に散逸する．エネルギーと需要を対応させれば，
経済系と物理系における絶対零度での状況は真逆
である．

3）　負の温度領域では絶対零度が最高温であるこ
とに注意．

4）　サンプルが少数の大企業について標準偏差の
2倍で統計的不確定性を見積もれば，製造業およ
び非製造業における高生産性企業の割合はそれぞ
れ1.98±0.40％，2.39±0.38％である．

5）　第6図が示すように，資本生産性は正規分布
から大きく外れて広がっている．そのため，中央
値による比較の方が意味をもつと考えられる．

6）　低生産性領域においても，中小企業の資本生
産性は，大企業と比較して平均値で1.82倍，中
央値で1.56倍高い．

7）　平均値で0.50倍，中央値で0.64倍．
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